[タイトル]

割販法三〇条の四の「対抗」と既払金の返還請求
[判決裁判所]

東京地裁
[判決日]

平成五年九月二七日

[事件番号]

平成五年(ワ)第九九二八号
[事件名]

不当利得請求事件

[出典]
判時一四九六号一〇三頁、判タ八五七号一八五頁
[事実の概要]
Xは、平成三年五月五日、訴外Aから本件外車を一〇三〇万円で購入したが、このうち、六五〇万円については平成三年七月二五日に割賦購入あっせん業者（以下、あっせん業者）Yとの間でオートクレジット契約(立替払契約)を締結した。ところが、売貿契約締結から約三か月して、Aから引渡しを受けた外車の車体部分に異常があったため、Aが本件外車を引き取って修理した後、改めてXに引渡しをすることになった。しかし、Xの主張によれば、本件外車は他に売却され、名義も第三者に移転されてしまい、その上、平成五年二月末日頃にAは倒産してしまった。このため、XはAとの売買契約を履行不能を原因として解除し、Yに対しても割賦販売法三〇条の四にもとづき右売買契約の解除を対抗できるとして、未払割賦金五九三万余円については債務の不存在確認を、既払割賦金二五四万余円（一八回分）については不当利得の返還を求めて本件訴訟を提起した。請求棄却。

[判旨]
「割賦販売法三〇条の四は、購入者保護の観点から、創設的に、購入者があっせん業者……から立替払契約に基づく割賦金支払の請求を受けた場合に、一定の要件の下、立替払契約とは別個の契約に関する事由であって本来当然には対抗することができない売買契約につき……販売業者……に対して生じている事由を抗弁として対抗できることとし(最高裁判所平成二年二月二〇日判決)、売買契約における問題が解決されるまでの間、一時的に未払割賦金の支払を拒絶できることとしたものと解され……これを超えて、右抗弁権の行使により、実体的に、売買契約とは別個の契約である立替払契約に基づく債権債務自体が消滅する、すなわち、購入者の側から積極的に右抗弁権を行使して未払割賦金債務を消滅させたり既払割賦金の返還を請求したりできるものと解することは困難である。」
